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京都大学名誉教授、（公財）地球環境戦略研究機関シニアフェ

ロー、日本 GNH 学会会長、国際アジア共同体学会元理事長。

東京大学卒業後、環境庁（現環境省）に入庁。ジョンズホプキ

ンス大学大学院修了。環境省、OECD 環境局、国連地球サミッ

ト上級環境計画官、京都大学大学院地球環境学堂教授（地球環

境政策論）など歴任。専門は環境政策論、環境ガバナンス論など。

地球環境政策立案・研究に先駆的に関

与し気候変動政策、SDGs などに関し

積極的提言。主要著書に、「1.5℃の気

候危機」、「気候危機とコロナ禍」、「地

球環境学への旅」、「環境政策学のすす

め」、「環境ガバナンス」、「環境政治入

門」など。個人 HP:　https://www.iges.

or.jp/jp/about/staff/matsushita-kazuo

ホ
ル
ム
ズ
海
峡
封
鎖
で
露
呈
し
た

  

エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
脆
弱
性

―
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
拡
大
を
急
げ
―

　
ア
メ
リ
カ
と
イ
ス
ラ
エ
ル
に
よ
る
イ
ラ
ン
攻
撃
、
そ

し
て
イ
ラ
ン
の
反
攻
と
ホ
ル
ム
ズ
海
峡
封
鎖
を
背
景

に
、世
界
の
原
油
と
Ｌ
Ｎ
Ｇ
な
ど
の
価
格
が
高
騰
し
、日

本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
と
経
済
に
深
刻
な
影
響
が

及
ん
で
い
ま
す
。

　
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
給
率
は
先
進
国
の
中
で
も
低

く
、そ
の
８
割
を
化
石
燃
料
に
依
存
し
、特
に
原
油
は
そ

の
90
％
以
上
を
中
東
地
域
か
ら
輸
入
し
て
い
ま
す
。

　
Ｌ
Ｎ
Ｇ
や
石
炭
も
海
外
か
ら
の
輸
入
に
頼
っ
て
お

り
、ア
メ
リ
カ
と
イ
ス
ラ
エ
ル
に
よ
る
イ
ラ
ン
侵
攻
、中

東
情
勢
の
悪
化
、海
上
輸
送
ル
ー
ト（
ホ
ル
ム
ズ
海
峡
に

象
徴
さ
れ
る
シ
ー
レ
ー
ン
）の
リ
ス
ク
な
ど
の
国
外
要

因
に
、
日
本
の
電
気
代
・
ガ
ソ
リ
ン
代
・
物
価
全
体
が
振

り
回
さ
れ
る
構
造
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
今
回
の
地
政
学
リ
ス
ク
は
、
日
本
が
再
生
可
能
エ
ネ

ル
ギ
ー
を
急
速
に
拡
大
す
べ
き
で
あ
る
こ
と
を
改
め
て

示
し
て
い
ま
す
。

　
化
石
燃
料
依
存
は「
コ
ス
ト
プ
ッ
シ
ュ
型
イ
ン
フ
レ
」

を
招
き
、
家
計
や
企
業
を
圧
迫
し
ま
す
。石
油
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ

の
高
騰
は
物
流
・
製
造
業
・
農
業
・
漁
業
な
ど
幅
広
い
産

業
の
原
価
に
直
結
し
、
最
終
的
に
物
価
上
昇
と
実
質
賃

金
の
低
下
に
つ
な
が
り
ま
す
。一
方
、太
陽
光
や
風
力
は

燃
料
費
ゼ
ロ
で
あ
り
、
国
際
価
格
の
変
動
か
ら
自
由
で

長
期
的
な
安
定
電
源
と
な
り
ま
す
。

　
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
観
点
か
ら
も
再
エ
ネ
拡
大

は
不
可
欠
で
す
。
化
石
燃
料
輸
入
は
供
給
国
へ
の
依
存

と
海
上
輸
送
リ
ス
ク
を
伴
い
、
日
本
の
レ
ジ
リ
エ
ン
ス

を
低
下
さ
せ
ま
す
が
、
太
陽
光
・
風
力
・
地
熱
な
ど
の
再

エ
ネ
は
国
内
で
生
産
で
き
、
分
散
立
地
が
可
能
で
災
害

時
の
リ
ス
ク
分
散
に
も
有
効
で
す
。

　
さ
ら
に
、
気
候
変
動
対
策
と
産
業
競
争
力
の
両
面
で

も
再
エ
ネ
拡
大
は
避
け
て
通
れ
ま
せ
ん
。
世
界
で
は
再

エ
ネ
・
蓄
電
池
・
Ｅ
Ｖ
・
水
素
な
ど
の
ク
リ
ー
ン
テ
ッ
ク

分
野
で
の
競
争
が
激
化
し
て
お
り
、
欧
州
や
中
国
は
巨

額
の
投
資
を
行
っ
て
い
ま
す
。
再
エ
ネ
導
入
の
遅
れ
は

日
本
が
次
の
産
業
革
命
の
主
導
権
を
失
う
こ
と
に
つ
な

が
り
ま
す
。
政
府
は
脱
炭
素
に
向
け
た
目
標
を
掲
げ
て

は
い
ま
す
が
、送
電
網
整
備
や
洋
上
風
力
・
地
熱
開
発
な

ど
の
実
績
は
十
分
と
は
い
え
ま
せ
ん
。

　
再
エ
ネ
の
経
済
性
は
近
年
大
き
く
向
上
し
て
い
ま

す
。
国
際
再
生
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関（
Ｉ
Ｒ
Ｅ
Ｎ
Ａ
）
に
よ

れ
ば
、
２
０
２
４
年
に
導
入
さ
れ
た
再
エ
ネ
の
９
割
以

上
が
火
力
よ
り
安
価
で
あ
る
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
日
本
で
は
土
地
・
系
統
コ
ス
ト
が
高
い
も
の
の
、設
備

価
格
の
国
際
的
な
下
落
は
日
本
市
場
に
も
波
及
し
て
い

ま
す
。ま
た
、
太
陽
光
や
風
力
な
ど
の
再
エ
ネ
は
、
一
度

設
備
を
作
れ
ば「
燃
料
費
ゼ
ロ
」で
あ
り
、
国
際
情
勢
に

は
左
右
さ
れ
ず
、
運
転
コ
ス
ト
が
低
い
と
い
う
特
徴
が

あ
り
ま
す
。そ
の
た
め
、長
期
的
に
見
れ
ば
最
も
安
定
し

た
低
コ
ス
ト
電
源
に
な
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
一
方
化
石
燃
料
は「
燃
料
費
」が
価
格
を
押
し
上
げ
て

い
ま
す
。化
石
燃
料
発
電（
石
炭
・
Ｌ
Ｎ
Ｇ
・
石
油
）は
、国

際
価
格
の
変
動
、中
東
情
勢
な
ど
の
地
政
学
リ
ス
ク
、輸

送
コ
ス
ト
に
強
く
左
右
さ
れ
ま
す
。原
子
力
は
建
設
・
安

全
対
策
コ
ス
ト
が
高
騰
し
て
い
ま
す
。
新
規
原
発
の
建

設
費
、安
全
対
策
費
、廃
炉
・
廃
棄
物
処
理
費
は
増
大
し
、

実
際
の
発
電
コ
ス
ト
は
高
止
ま
り
し
て
い
ま
す
。
さ
ら

に
、建
設
期
間
が
長
く
、投
資
回
収
に
時
間
が
か
か
り
ま

す
。

　
ま
た
、
再
エ
ネ
の
拡
大
は
地
域
経
済
に
も
利
益
を
も

た
ら
し
ま
す
。日
本
の
化
石
燃
料
輸
入
額
は
、２
０
２
３

年
度
に
は
約
26
兆
円
に
達
し
て
お
り
、
化
石
燃
料
輸
入

は
、
毎
年
巨
額
の
資
金
が
海
外
に
流
出
す
る
こ
と
を
意

味
し
ま
す
。し
か
し
、再
エ
ネ
を
拡
大
す
る
こ
と
に
よ
っ

て
、
化
石
燃
料
輸
入
に
よ
り
海
外
流
出
し
て
い
た
資
金

を
国
内
の
設
備
投
資
・
雇
用
に
回
す
こ
と
が
で
き
る
ほ

か
、
地
方
に
立
地
す
る
再
エ
ネ
は
税
収
増
や
地
元
企
業

の
仕
事
創
出
に
つ
な
が
り
ま
す
。
蓄
電
池
や
ス
マ
ー
ト

グ
リ
ッ
ド
な
ど
周
辺
技
術
の
成
長
も
期
待
で
き
ま
す
。

　
日
本
が
再
エ
ネ
を
拡
大
す
る
た
め
は
以
下
の
施
策
が

重
要
で
す
。

　
第
一
に
、
送
電
網
の
大
規
模
増
強
と
市
場
制
度
改
革

で
す
。北
海
道
・
東
北
か
ら
本
州
へ
の
連
系
線
強
化
、
洋

上
風
力
向
け
海
底
ケ
ー
ブ
ル
整
備
、
Ａ
Ｉ
を
活
用
し
た

需
給
予
測
な
ど
系
統
運
用
の
高
度
化
が
必
須
で
す
。
ま

た
、
Ｆ
Ｉ
Ｐ
制
度
の
改
善
や
分
散
型
電
源
の
価
値
評
価

な
ど
、市
場
設
計
の
見
直
し
も
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
第
二
に
、
洋
上
風
力
・
蓄
電
池
・
水
素
な
ど
戦
略
分
野

へ
の
産
業
政
策
強
化
が
必
要
で
す
。
洋
上
風
力
の
長
期

導
入
目
標
の
明
確
化
、港
湾
整
備
、サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

育
成
な
ど
を
国
家
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
と
し
て
進
め
る
べ
き

で
す
。蓄
電
池
や
水
素
イ
ン
フ
ラ
、需
要
側
管
理
の
普
及

促
進
も
重
要
で
す
。

　
第
三
に
、地
域
主
導
の
再
エ
ネ
モ
デ
ル
構
築
で
す
。地

域
新
電
力
の
支
援
、
地
元
還
元
型
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
推

進
、
地
熱
・
小
水
力
な
ど
地
域
資
源
の
活
用
、
ま
た
景
観

や
環
境
へ
の
配
慮
を
前
提
に
適
地
選
定
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

や
ア
セ
ス
メ
ン
ト
制
度
の
整
備
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　
第
四
に
、家
庭
・
企
業
で
の
自
家
消
費
型
再
エ
ネ
の
普

及
で
す
。
新
築
住
宅
へ
の
太
陽
光
発
電
パ
ネ
ル
設
置
義

務
化
の
全
国
展
開
、既
存
住
宅
へ
の
導
入
支
援
、企
業
の

Ｒ
Ｅ
１
０
０
対
応
を
後
押
し
す
る
Ｐ
Ｐ
Ａ
普
及
や
調
達

市
場
整
備
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　
最
後
に
、
国
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
戦
略
と
し
て
化
石
燃
料

依
存
の
計
画
的
削
減
と
再
エ
ネ
比
率
の
明
確
な
中
期
目

標
設
定
が
不
可
欠
で
す
。

　
送
電
網
整
備
、戦
略
産
業
育
成
、地
域
主
導
の
モ
デ
ル

支
援
、
家
庭
・
企
業
の
再
エ
ネ
普
及
、
化
石
燃
料
依
存
の

縮
小
と
い
っ
た
政
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
、日
本
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
の
強
化
、物
価

の
安
定
、産
業
競
争
力
の
向
上
、地
域
活
性
化
を
同
時
に

達
成
で
き
る
の
で
す
。再
エ
ネ
の
拡
大
は
、日
本
の
将
来

に
と
っ
て
戦
略
的
か
つ
不
可
避
の
選
択
肢
で
あ
る
と
い

え
ま
す
。

取
り
組
む
べ
き
５
つ
の
施
策

経
済
性
で
も
著
し
い
進
歩
の
再
エ
ネ

多
面
的
な
再
エ
ネ
の
価
値


